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第２章

時代の潮流
全国で人口減少・高齢化が進展、特に本県はそのスピードが顕著

全国の人口は、２０１０年の１億２，８０６
万人をピークに２０４０年には１億
１，０９２万人に減少し（１３％減）、６５歳
以上の老年人口は、２０４０年に３，９２１
万人（全体の３５％）とピークを迎え
る見込みです。
中でも長崎県の人口は、１９６０年を
ピークに減少に転じ、２０１０年の１，４２７
千人から２０４０年には１，０５３千人に減
少し（２６％減）、老年人口は２０２５年
に４４２千人（全体の３５％）とピーク
を迎える見込みです。

●長崎県の人口の推移（予測）

（出典）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」
「日本の地域別将来推計人口」

総務省統計局「国勢調査」

●全国の人口の推移（予測）

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」
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H22

H27
都市的地域

平地農業地域

中間農業地域

山間農業地域

H22

H27

H22

H27

H22

H27

高齢化は特に中山間地域で加速している

全国の地域区分別年齢階層では、中間・山間農業地域が都市的地域、平地農業地域と比べて高齢化が進行して
おり、老年人口の割合が高くなっています。

●地域区分別年齢階層別人口割合

出典：平成３０年度食料・農業・農村白書
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全世界

国内食料消費は減少、世界の食料需要は増大

国内の食料消費総量は、高齢化に伴う食事量・
回数の減少、若年層を中心とした朝食欠食率の増
加、ライフスタイルの変化により１人当たりの供
給熱量が減少し、人口減少とあいまって、２０５０年
には２０１７年比で２３％から３４％減少する見込みと
なっています。

一方で、世界の人口は、開発途上
国を中心に増加し、２０１０年の６９．６億
人から２０５０年には９７．４億人と４０％増
加する見込みです。
食料需要量も２０００年の４４．７億トン

から２０５０年には６９．３億トンと５５％増
加する見込みとなっています。

１人１日当たりの供給熱量
（Kcal）

全国の食料消費総量
（億 Kcal）

２０１７年 ① ２，４４５ ３，０９９

２０５０年 ② ２，０１２～２，３５２ ２，０５０～２，３９７

②／① （％） △４％～△１８％ △２３％～△３４％

●国内の食料消費総量の予測

出典：農林水産政策研究所「わが国の食料消費の将来推計（２０１９年度版）」

●世界の食料需要量の変化（予測）

出典：農林水産省「人口構造の変化等が農業政策に与える影響と課題について」（Ｈ３０．１０）

●世界の人口予測

出典：総務省統計局 「世界の統計２０２０」
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食の外部化の進展

国内の食料支出総額については、人口
減少に伴い横ばいで推移する見込みです
が、１人当たり食料支出額は、生鮮食品
の支出割合の減少、加工食品の支出割合
の増加等「食の外部化」の進展により増
加する見込みとなっています。
世帯区分でみると、単身世帯では外食

の支出割合が減少する一方、加工食品が
増加、２世帯以上の世帯では、生鮮食品
が減少する一方、加工食品が増加する見
込みとなっています。

●世帯区分別食料支出割合の推移（２０２０年以降は推計）

出典：農林水産政策研究所「わが国の食料消費の将来推計（２０１９年度版）」

２０１５年
（実績）

２０２０年
（推計）

２０２５年
（推計）

２０３０年
（推計）

２０３５年
（推計）

２０４０年
（推計）

人口 １００ ９８ ９６ ９２ ８９ ８５

１人当たり食料支出 １００ １０３ １０５ １０８ １１２ １１６

食料支出総額 １００ １０１ １００ １００ ９９ ９８

●食料支出総額、１人当たり食料支出額の将来推計（２０１５年を１００
とする指数）

出典：農林水産政策研究所「わが国の食料消費の将来推計（２０１９年度版）」

第
１
章
本
県
農
林
業
・
農
山
村
を

取
り
巻
く
情
勢

第
３
章
基
本
方
針

第
４
章
施
策
の
方
向
性

第
５
章
地
域
別
振
興
方
策

第
６
章
活
性
化
計
画
の
達
成
に

向
け
て

●
第
２
章
時
代
の
潮
流

第２章／時代の潮流

２１



0

30,000

2,000

4,000

6,000

平成22年
（2010）

25
（2013）

28
（2016）

令和元
（2019）

23
（2011）

26
（2014）

29
（2017）

24
（2012）

27
（2015）

30
（2018）

3,214
2,585

5,138

東日本大震災
23,841

熊本地震
1,772

北海道胆振東部地震
1,145

933

27,055

1,890
2,008

3,126

1,107

4,358

2,460

6,282

4,883

（億円）

発効済・署名済▶18 シンガポール、メキシコ、マレーシア、チリ、タイ、インドネシア、ブルネイ、ASEAN全体、
フィリピン、スイス、ベトナム、インド、ペルー、オーストラリア、モンゴル、TPP12（署名済）
TPP11、日EU・EPA

交渉中▶4 RCEP，トルコ，コロンビア，日中韓

●日本の EPA・FTA の現状（２０１９年１２月現在）

出典：外務省ホームページ「経済連携協定（EPA）／自由貿易協定（FTA）」

グローバル化への対応

国内の食料需要が低下するとともに、世界の食料需要が増加する中で、TPP１１、日 EU・EPA、日米貿易協定※１

の発効などにより、農林産物の流通のグローバル化※２が進展しています。
農林業・農山村の持続性を確保するためには、国内需要に応じた生産を強化することに加え、グローバル化に

対応し、海外の市場に向けて可能な限り輸出を拡大していくことが必要です。

激甚化する自然災害、気候変動への対応

近年、大規模な地震や台風・豪雨
災害など農林業に大きな被害をもた
らす自然災害が頻発し、被害額も増
加傾向にあります。
現在のペースで気温上昇が続けば、

２０３０年から２０５２年の間に産業革命以
前の水準から１．５℃上昇し、農作物
の収量・品質に悪影響を及ぼす恐れ
があります。

●過去１０年の農林水産関係被害額

出典：農林水産省資料
注：令和２（２０２０）年４月末時点２２
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△17円

●枝肉価格の推移（佐世保市場、Ａ４、和牛去勢）

出典：公益財団法人日本食肉市場卸売協会調べ

●輪ぎく価格の推移（長崎花市場）

出典：県農産園芸課調べ

新型コロナウイルス感染症等への対応

新型コロナウイルス感染症の感染拡大とそれに伴う経済環境の悪化や入国の制限などにより、本県でも令和２
年２月以降、牛肉や花き等の販売単価が下落し、併せて、特定技能外国人材等の入国遅れによる労力不足等の課
題に直面しました。
農林業の生産現場においても、感染防止対策を徹底し、新たな生活様式への対応や加工業者等の国産原料への

切替えに対応した安定供給体制の整備を進める必要があります。

Society 5.0※３時代でのスマート農林業※４の進展

自動走行トラクターやドロー
ン防除等作業の自動化等、少な
い労力でも管理できる先端技術
の開発が進んでいます。
また、篤農家※５の「匠の技」
の可視化や操舵アシスト技術※６

等、誰もが取り組みやすい農業
の実現により、新規就農者の確
保や経営改善が期待されます。
産地においては、生育、気象

データやセンシング技術を駆使
した生産性の向上、生育予測に
よる定時・定質・定量出荷が期
待されています。

※１ TPP１１、日 EU・EPA、日米貿易協定
・TPP１１：アジア太平洋地域の１１カ国の経済連携協定で２０１８年１２月に発効。
・日 EU・EPA：日本と欧州連合間における経済連携協定で２０１９年２月に発効。
・EPA（経済連携協定）：物品の関税やサービス貿易の障壁等を削除・撤廃することに加え、投資ルールや知的財産の保護等も盛り込み、より幅広い
経済関係の強化を目指し特定国・地域の間で締結される協定。

・日米貿易協定：関税や輸入割当などの制限的な措置を、一定の期間内に撤廃もしくは軽減することなどを取り決めた日本と米国の２国間貿易協定で、
２０２０年１月に発効。

※２ グローバル化 経済活動や社会活動などが地球規模でつながり、広がっていくこと。
※３ Society 5.0 サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立す

る、人間中心の社会（Society）。
※４ スマート農林業 ロボット技術や情報通信技術（ICT）を活用して、省力化・精密化や高品質生産を実現する新たな農林業。
※５ 篤農家 農業に携わり、その研究・奨励に熱心な者。
※６ 操舵アシスト技術 ほ場外周の手動走行等により取得した圃場情報をもとに走行ルートを設定し、このルートに沿ってハンドル操作を自動化する技術。

●Society 5.0 新たな価値の事例（農業）

出典：内閣府資料
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22.1
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関心が
やや低くなった

関心が
低くなった

年代別 地域別（20歳代）

35.4

27.7

15.2

（備考） 三大都市圏とは、東京圏、名古屋圏、大阪圏の１都２府７県。 ・東京圏：東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県
・名古屋圏：愛知県、三重県、岐阜県 ・大阪圏：大阪府、京都府、兵庫県、奈良県

田園回帰※１志向の高まり

内閣府の世論調査によると、農山
漁村地域への定住願望のある都市住
民の割合は、平成１７年の２１％から、
平成２６年には３２％に上昇するなど、
田園回帰志向が高まっています。

３大都市圏において、「新型コロ
ナ感染症の影響下において、地方移
住への関心に変化はありましたか」
との質問に対し、「関心が高くなっ
た」・「やや高くなった」との回答が
全体の１５％、特に２０代では２２％を占
めるなど、地方移住への関心が高
まっています。

国の新たな食料・農業・農村基本計画

平成１１年７月に制定された食料・農業・農村基本法に掲げた基本理念を具体化するため、これまで平成１２年、
平成１７年、平成２２年、平成２７年、令和２年の５度にわたり食料・農業・農村基本計画が策定されました。
農業・農村の持続性を高め、食と環境を次世代に継承していくためには、経営規模の大小や中山間地域といっ

た条件にかかわらず、成長産業化の土台となる生産基盤を強化し、多様化する国内外の需要に対応しつつ、創意
工夫により良質な農産物を合理的な価格で安定的に供給できる農業構造を実現すること、併せて、所得と雇用機
会の確保や、農村に住み続けるための条件整備、農村における新たな活力の創出といった視点から、幅広い関係
者と連携した「地域政策の総合化」による施策を講じ、農村の持続性を高め、農業・農村の有する多面的機能を
適切かつ十分に発揮していくことが必要とされています。
そのため、産業政策と地域政策を引き続き車の両輪として推進し、将来にわたって国民生活に不可欠な食料を

安定的に供給し、食料自給率の向上と食料安全保障の確立を図ることとしています。
※１ 田園回帰 都市部から過疎地域に人の移住・定住の動きが活発化している現象。

●都市住民の農山漁村地域への定住願望の有無

出典：内閣府 農山村に関する世論調査

●新型コロナウイルス影響下における３大都市圏の住民の地方移住への
関心

出典：内閣府 新型コロナウイルス影響下における生活意識・行動の変化に関する調査

２４


